
事業番号 252

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)

健康保険組合給付費等臨時補助金
事業開始
年度

昭和３３年度 作成責任者

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

健康保険法等の一部を改正する法律案附帯決議
（二）

　(昭和32年3月13日)

関係する計
画、通知等

平成２１年度健康保険組合給付費等臨時補助金交付要綱
(平成21年10月9日厚生労働省発保1009第2号)

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

健康保険事業の運営に支障を来す恐れのある健保組合に対し、国庫補助により事業の円滑な運営を図り、解散抑止
に資する

担当部局庁 保険局 担当課室 保険課 吉田　学

会計区分 一般会計 上位政策 医療保険制度の適切な運営に必要な経費

23年度要求

予算額(補正後） 2,320 3,940 2,841 2,441 1,845

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

法定給付費の贈嵩により財政窮迫となっている健康保険組合(保険料率が８２‰以上、法定準備金割合が１未満の組
合で、法定給付費及び納付金に要する保険料率が85‰超の組合)を対象に、当該組合の給付費の一部を補助する。
法定給付費のうち、法定給付費等に要する保険料率が85‰超95‰の範囲において１／２を、95‰超の範囲において
３／４を補助

実施状況 健康保険組合１９組合に交付

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度

執行率 25.0% 31.5% 100.0%

執行額 580 1,240 2,841

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

当該補助金は使途が交付要綱により明確になっているため把握は容易である。
状況把握は各健康保険組合の決算書により確認できる。

見直しの
余地

・健康保険組合が財政窮迫に陥る原因の１つとして収入減が挙げられる。
・収入減は国の経済情勢の影響によることが多く、これをどう捉えるか、また、当該情勢を受けて健康保険組合がどの
　ような予算編成を行うかを予測し、健康保険組合の財政窮迫度合いを把握するかについて、いかに精度を高めるか
　が課題

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

一部改善（政策効果を検証し削減）

健康保険組合の財政窮迫度合いの把握の精度を高める等引き続き効率化に努めるべき。

総事業費(執行ベース) 580 1,240 2,841

補
　
記

前期高齢者納付金や後期高齢者支援金及び退職者給付拠出金の負担増に着目した「高齢者医療運営円滑化等補助金」との役
割分担を図るため、当該補助金の算定方法において前期高齢者納付金等を控除することとしたことから、２３年度要求は２２年度
予算と比べ減額となっている。



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

厚生労働省
2,841百万円

財政窮迫な組合に対して、法定給付費の一部を補助

A　健康保険組合（１９組合）
2,841百万円

健康保険法等に基づき給付・拠出する費用の一部について国より補助を受け、必要箇所へ支出する

病院・診療所等 被保険者 社会保険診療報酬支払基金

組合の被保険者に対して医
療を提供し、その対価として
診療報酬を受ける

健康保険法・組合規約に基
づき現金給付を受ける

高齢者医療の医療の確保に
関する法律等に基づき拠出
を受け、後期高齢者医療広
域連合等へ支出する



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

A.大阪府貨物運送健康保険組合 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

社会保険診療報酬支払基金(拠出金・納付金)

使　途 金　額
(百万円）

法定給付費

病院・診療所等

1,277被保険者(現金給付)

計 1,277 計 0

B. F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



平成２１年度　健康保険組合給付費等臨時補助金交付額上位１０団体

（単位：百万円）

項番 健康保険組合名 交付決定額

1 大阪府貨物運送 1,277

2 東京貨物運送 279

3 静岡県トラック運送 247

4 栃木県トラック 212

5 北海道林業 134

6 水産連合 116

7 兵庫県運輸業 109

8 北海道通運業 106

9 東日本電線工業 87

10 駐留軍要員 44


